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（案） 

諮問第208号の答申 

社会教育調査の変更について 

本委員会は、諮問第208号による社会教育調査の変更（令和９年度に実施する調査に係る変更）に

ついて審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

記 

１ 承認の適否 

令和８年８月18日付け８文科教第925号により文部科学大臣から申請された「基幹統計調査の変

更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下のとおり、統計法（平

成19年法律第53号）第10条各号に掲げる要件のいずれにも適合しているため、「社会教育調査」（基

幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「２ 理由等」で指摘した事項については、計画の修正等が必要である。 

２ 理由等 

（１）報告義務者等の変更（博物館調査票）

ａ 博物館調査票では、博物館法（昭和26年法律第285号）に規定する博物館等を調査対象とし

ているところ、本申請では、報告義務者及び調査系統に係る記載において、地方独立行政法人
（注１）が設置する博物館も調査対象に含まれる旨を明記する計画である（報告義務者に係る調

査計画の記載の変更については、図表１のとおり。調査系統に係る記載においても、同様の変

更を計画している。）。 

変更の理由は、令和５年４月に施行された博物館法の改正により、公立博物館の設置者と

して地方独立行政法人が追加されたことによるものである。 

（注１）地方独立行政法人とは、地方公共団体が設置し、大学、病院、試験研究機関、文化施設などの公共サービ

スを効率的・効果的に提供するための法人である。

図表１ 報告義務者の変更 

変更案 現行 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（３）報告義務者

③ 博物館調査票

（ア）（略）

（イ）都道府県立、市町村立及び私立の博物館、

指定施設及び博物館類似施設（都道府県（市

町村）が設立団体である地方独立行政法人が

設置する博物館、指定施設及び博物館類似施

設を含む。）の長

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（３）報告義務者

③ 博物館調査票

（ア）（略）

（イ）都道府県立、市町村立及び私立の博物館、

指定施設及び博物館類似施設（都道府県（市

町村）が設立団体である地方独立行政法人

が設置する指定施設及び博物館類似施設を

含む。）の長 

ｂ 今回の変更に至る経緯について、調査実施者である文部科学省は、以下のように説明して

いる。 

資料１ 
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・前回調査（令和６年度調査。以下同じ。）の計画立案時において、地方独立行政法人が設

置する公立博物館がないものと認識していたため、当該博物館に係る調査計画の変更ま

では必要ないものと認識していた。 

・しかし、前回調査の中間報告の際に表間の不一致が生じたことから再確認を行ったとこ

ろ、地方独立行政法人が設置する公立博物館が（令和６年度調査において５施設）存在

することが判明した。 

・このため、令和６年度調査の結果については、速やかに総務省と連携の上、確報値に算入

しつつ、調査計画上の明確化については、令和９年度調査に係る計画変更時に合わせて

行うこととした。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、博物館法の改正を踏まえ、調査計画の記載を正確に

漏れなく記載しようとするものであることから、適当である。 

 

（２）調査事項の変更 

ア 首長部局における社会教育関係の職員数に係る設問の追加（社会教育行政調査票） 

ａ 社会教育行政調査票では、都道府県教育委員会及び市町村教育委員会を報告者として、

主として教育委員会事務局における社会教育関係の職員数及び社会教育関連事業の実施状

況について把握するとともに、都道府県知事部局及び市町村長部局（以下「首長部局」とい

う。）における諸集会や学級・講座等の事業の実施状況についても、併せて把握している。 

 

ｂ 令和元年に第９次地方分権一括法（注２）の一環として地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和31年法律第162号。以下「地教行法」という。）が改正され、同年から、これま

で教育委員会が行っていた社会教育施設（博物館、図書館、公民館等）の設置・管理やスポ

ーツに関する事務の一部又は全部について、地方公共団体の判断により、首長部局が行う

ことが可能となり、その数は増える傾向にある。 

（注２）正式名称は「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（令和元年法律第26号） 

 

ｃ これを受け、本申請では、当初、首長部局における社会教育関係職員数を把握するため、

調査事項の新設が計画されていた。 

しかし、審議の過程において、当初案における首長部局の調査事項が、従前から設けられ

ている教育委員会事務局の職員数に係る調査事項と設定内容が異なる等の指摘があった。 

これを踏まえ、文部科学省から、当初は計画されていなかった教育委員会事務局の職員

数に係る調査事項も含め、改めて変更案（以下「追加変更案」という。別紙参照。）が示さ

れた。 

 

ｄ 追加変更案については、ⅰ）増加傾向にあると考えられる首長部局における社会教育関

係の職員数を把握し、地方公共団体における社会教育関係職員数の全体像をより正確に把
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握しようとするものであること、ⅱ）首長部局と教育委員会事務局で調査事項の区分構成

を揃え、両者を整合的に把握できるようにするものであること、ⅲ）地教行法で用いられる

用語を引用することで調査内容を明確にしようとするものであることから、諮問の際に示

された申請内容について、追加変更案のとおり変更することを条件に、適当と判断する。 

 

イ 社会教育委員数及び社会教育関係指導員数の内訳として、「社会教育士」の称号を有する者

の数を追加（社会教育行政調査票） 

ａ 社会教育行政調査票では、これまで、社会教育に関する諸計画の立案等を行う社会教育

委員及び社会教育主事を補佐し、地域における社会教育活動を支援する社会教育関係指導

員について、その人数を把握してきたところ、本申請では、図表２のとおり、社会教育委員

及び社会教育関係指導員として活動している者のうち、社会教育士（注３）の称号を有する者

の数を内数として新たに把握する計画である。 

（注３）「社会教育士」とは、地域づくりや人づくり、学びの支援に関する専門的な知識・技能を身につけた人

に与えられる称号である。令和２年度に創設されたものであり、文部科学省が委嘱した機関の社会教育

主事講習を修了するなどの方法により、称号を取得することができる。 

 

図表２ 調査票の変更案（例：社会教育委員数の部分） 

 
 

ｂ 今回予定されている変更については、令和２年度の制度創設以降、社会教育士の養成が

進展していることを踏まえ、社会教育委員及び社会教育関係指導員として活動する者にお

ける称号保有者の実態を把握するものであることから、適当である。 

 

ウ アクセシブルな図書等に係る設問を追加（図書館調査票） 

ａ 図書館調査票では、図書館の面積や施設・設備等の基本的事項のほか、図書館における事

業の実施状況や利用状況等の運営状況を把握しているところ、本申請では、アクセシブル

な図書等の整備状況及び利用状況を把握するため、近年利用が拡大しているデイジー図書
（注４）の保有数やデイジープレイヤーの保有の有無及び録音図書等の貸出数に関する調査事

項を追加することを計画している。 

（注４）デイジー（DAISY）とはDigital Accessible Information Systemの略で、「アクセシブルな情報システ

ム」と訳されるデジタル録音図書の国際標準規格（ANSI/NISO Z39.86-2005）をいう。 

 

ｂ 近年、視覚障害者等の読書環境の整備が重要な課題となる中、「視覚障害者等の読書環境
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の整備の推進に関する法律」（令和元年法律第49号。以下「読書バリアフリー法」という。）

が制定され、障害の有無にかかわらず誰もが読書を通じて知識や文化にアクセスできる社

会の実現が求められている。また、読書バリアフリー法第７条に基づく「視覚障害者等の読

書環境の整備の推進に関する基本的な計画」（令和７年３月策定。以下「第二期計画」とい

う。）においては、「公立図書館等におけるアクセシブルな書籍等の冊数」が施策の進捗状況

を確認する指標の１つとして設定されており、視覚障害者等の読書環境に関する実態の把

握が求められている。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、読書バリアフリー法に基づく第二期計画において

求められている視覚障害者等の読書環境に関する実態把握に資するものであることから、

適当である。 

 

エ 施設の団体利用の内訳に「障害者団体」の欄を追加 

（公民館調査票及び青少年教育施設調査票） 

ａ 公民館調査票及び青少年教育施設調査票においては、施設の利用状況について、団体利

用及び個人利用の利用者数等を把握するとともに、団体利用については、利用団体の区分

ごとの利用者数等を把握しているところ、本申請においては、公民館及び青少年教育施設

における団体利用の状況について、「障害者団体」の区分を新たに設けることを計画してい

る。 

 

ｂ 共生社会の実現に向けた障害者等の社会教育の推進方策が検討されている中、文部科学

省においては、社会教育施設を活用した障害者向け学習プログラムの開発等に取り組んで

いるところであり、本件の追加は、その基礎資料の一つとしての利活用が想定されること

から、おおむね適当である。 

 

ｃ ただし、審議の過程においては、既存の区分（「成人団体」など）も含め、団体ごとの定

義や相互関係が分かりにくく、報告者において正確な回答が難しいのではないかとの指摘

があった。これについては、文部科学省において、報告者が正確に回答できるよう、それぞ

れの区分の定義について、記入の手引き等で丁寧に説明することが望まれる。あわせて、統

計の利用者が調査結果を適切に利用できるよう、各区分の定義について、利用上の注意等

において明記することが望まれる。 

 

オ 各施設における「受動喫煙防止のための対策の方法」に係る設問を削除 

（社会教育行政調査票以外の全ての調査票） 

ａ 本調査では、健康増進法（平成14年法律第103号）の制定等を踏まえ、平成17年度調査か

ら各施設の調査票において、受動喫煙防止対策の実施状況を把握してきたところ、本申請

では、各施設における「受動喫煙防止のための対策の方法」に係る設問を削除することを計

画している。 
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ｂ これについて文部科学省は、令和２年４月の健康増進法の改正により、多数の者が利用

する施設について原則的に屋内禁煙とするほか、罰則が導入されるなど、受動喫煙防止対

策の更なる推進・強化が図られ、図表３のとおり、最新の状況を見ても多くの社会教育施設

において受動喫煙防止対策が定着している状況にあることから、当該事項を継続的に把握

する意義が相対的に低下したためであると説明している。 

 

図表３ 各施設における受動喫煙防止対策実施状況（令和６年度本調査結果） 

公民館 公民館類似施設 図書館 博物館 博物館類似施設 

83.3% 95.1% 99.4% 96.4% 96.8% 

青少年教育施設 女性教育施設 社会体育施設 劇場・音楽堂等 生涯学習センター 

90.3% 94.4% 80.2% 97.3% 98.0% 

（注）施設総数のうち、「施設敷地内における全面禁煙措置」、「建物内における全面禁煙措置」、「建物内における

分煙措置」のうち「喫煙場所から非喫煙場所にたばこの煙が流れ出ないように措置している」を合計した施設

数の割合 

 

ｃ 今回予定されている変更については、受動喫煙防止対策が法制度の整備等を通じて社会

教育施設において定着している状況を踏まえ、本調査において継続的に当該事項を把握す

る必要性が低下したことによるものであることから、適当である。 

 

カ 各施設における「ボランティア登録数」について男女別把握から総数把握に変更 

（社会教育行政調査票及び女性教育施設調査票以外の調査票） 

ａ 本調査においては、平成17年度から、公民館調査票や博物館調査票などの施設別の調査

票において、ボランティア登録数を男女別に把握してきた。 

 

ｂ しかし、近年、社会教育施設に係る各種名簿や利用申込書において、業務上必要な場合

を除き、性別情報を収集しない方針を採用している地方公共団体もある中、各施設におけ

るボランティア登録者についても、性別を把握している施設が限られている状況となって

いる（注５）。 

このため、ボランティア登録者数について男女別の設問を継続した場合、回答が困難と

なる施設が多数生じ、本調査に回答するための再確認等に著しい負担が生じるとともに、

統計精度の面でも懸念がある。 

また、文部科学省は、調査結果の利活用の面でも、女性の比率が著しく高く（令和６年度

調査の結果では、女性の比率が88％）、男性ボランティアの活用が課題となっている女性教

育施設以外については、利活用が低調であると説明している。 

（注５）本件の審議過程において、文部科学省が、ボランティア登録数が比較的多い施設を対象に男女別の把

握状況を確認したところ、回答が得られた93施設のうち、性別を把握している施設は35施設（約38％）

にとどまった。 

ｃ したがって、昨今の調査環境の変化や、これに伴う統計精度の維持、利活用ニーズの状況
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を勘案すると、女性教育施設を除く各施設について、ボランティア登録数の把握を男女別

把握から総数把握に変更することは、やむを得ないものと考える。 

ただし、政府統計の指針となる「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第Ⅳ期。令和

５年３月28日閣議決定）においても、男女別統計の整備は引き続き重要とされているとこ

ろであり、本調査において、今後、男女別把握の更なる見直しを行う場合には、慎重に検討

すべきであることを付言する。 

 

キ 各施設における「学級・講座」に係る「対象別」欄の削除 

（社会教育行政調査票、公民館調査票、生涯学習センター調査票） 

ａ 本調査においては、教育委員会、首長部局、公民館及び生涯学習センターが実施する社会

教育学級・講座について、実施件数及び受講者数を把握している。このうち実施件数につい

ては、学習内容区分別の主催等の件数に加え、「青少年」「成人一般」等の対象別の内訳につ

いても把握してきたところ、本申請では、社会教育学級・講座の実施件数の内訳として把握

している対象別の項目を削除することを計画している。 

 

ｂ 文部科学省は、これまで、対象を限定した委託事業やモデル事業を実施する際に、その実

施状況を把握するための参考資料として本調査項目を活用していたものの、現在はこうし

た対象を限定した事業を実施しておらず、本調査において継続的に把握する必要性が低下

しているためであると説明している。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、対象別の実施件数に係る行政上の利活用ニーズが

低下し、報告者負担をかけて引き続き把握する必要性が低下したことによるものであるこ

とから、適当である。 

 

（３）報告者数の変更や調査方法等に係る記載の適正化 

ａ 本申請では、上記（１）（２）のほか、図表４のとおり①報告者数、②報告を求めるために

用いる方法及び③調査票情報の保存責任者を変更する計画である。 

 

図表４ 調査計画におけるその他の変更 

項目 変更案 変更前 変更理由・ 

審査結果 

４  報告

を求める

個人又は

法人その

他の団体 

（１）報告者数  81,427 

（令和６年度社会教育調査実績） 

（内訳）都道府県・市町村教育委員会1,851、

公民館 13,077、図書館 3,412、博物館

1,434、博物館類似施設4,791、青少年教育

施設790、女性教育施設353、社会体育施設

26,412、民間体育施設26,358、劇場、音楽

堂等1,868、生涯学習センター1,081 

 

 

（１）報告者数  79,989 

（令和３年度社会教育調査実績） 

（内訳）都道府県・市町村教育委員会1,794、

公民館13,799、図書館3,398、博物館

1,420、博物館類似施設4,831、青少年教育

施設844、女性教育施設369、社会体育施設

26,753、民間体育施設24,406、劇場、音楽

堂等1,877、生涯学習センター498 

前回調査の

実績値に報

告者数を更

新するもの

であり、適当 
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項目 変更案 変更前 変更理由・ 

審査結果 

６  報告

を求める

ために用

いる方法 

（２）調査方法 

   （略） 

  〔調査方法の概要〕 

ア～オ② （略） 

オ③ オンライン調査システムによる調

査票の提出については、文部科学省

の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録された時をもっ

て、調査票の取集の系統に従い、文部

科学大臣、都道府県教育委員会又は

市町村教育委員会に提出されたもの

とみなす。 

 

（２）調査方法 

   （略） 

  〔調査方法の概要〕 

ア～オ②  （略） 

オ③ オンライン調査システムによる調

査票の提出については、文部科学省

の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録された時をもっ

て、調査票の取集の系統に従い、文

部科学大臣又は都道府県教育委員会

に提出されたものとみなす。 

調査系統に

沿って記載

を適正化す

るものであ

り、適当 

11 調査

票情報の

保存期間

及び保存

責任者 

 

調査票等 保存期間 保存責任者 

記 入 済 み

調査票 

 

 

調 査 票 の

内 容 を 記

録 し た 電

磁的記録 

１年間 

 

 

 

永年 

文部科学省

総合教育政

策局参事官

(調査企画担

当) 

同上 

 

 

調査票等 保存期間 保存責任者 

記 入 済 み

調査票 

 

 

調 査 票 の

内 容 を 収

録 し た 磁

気媒体  

１年間 

 

 

 

永年 

文部科学大

臣 

 

 

同上 

 

文部科学省

における文

書管理に係

る定めに沿

って記載を

適正化する

ものであり、

適当 

 

 

ｂ 今回予定されている変更については、以下の理由から、適当である。 

①報告者数を最新の情報として前回実績値に更新するもの 

②オンライン調査システムによる報告の提出について、調査系統に沿って記載を適正化する

もの 

③調査票の保存責任者について、文書管理に係る定めに沿って記載を適正化するもの 

 

 



           現行計画 変更案（申請時） 追加変更案 
 
 
 
 
 
 
 
 
首長部局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

（なし） 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
教育委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
 
 
 
 
 
 

          （変更なし） 

 
 

別紙 調査票の変更案 


